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概　要

　本研究は、企業における事業活動別（６項目）の環境保全コスト・投資額に焦点を当て、そ

の特性について明らかにするための分析を行った。その結果、以下のことを明らかにした。先ず、

事業活動別の環境保全コストのうち、事業エリア内コストの平均値が最も高く、標準偏差が最

も大きい。その一方で、環境損傷対応コストの平均値が最も低く、標準偏差が最も小さい傾向

にあった。更に、企業の事業活動別に分類した環境保全コスト・投資額による主成分分析で推

定した２期分の固有ベクトルを比較すると、共通点と相違点を確認することができた。共通点

は、主に３つある。１つめは、第１主成分の固有ベクトルで上・下流コスト以外の項目が正の

側にあること、第２主成分で上・下流コストと環境損傷対応コストが正の側にある一方で、事

業エリア内コスト、研究開発コスト、社会活動コストは負の側に位置することである。２つめは、

0.4 を超える第１主成分の固有ベクトルにおいて、事業エリア内コストが最も大きいことであ

る。３つめは、0.4 を超えていない第１主成分の固有ベクトルで、上・下流コストが負の値で

最も小さいことが分かった。相違点については、企業の環境保全コスト・投資額を事業活動別

にみると、固有ベクトルの水準が異なることをあげることができる。また、第 2 主成分の傾向

が一致していなかった。

　以上を踏まえ、今後の課題としては、分析対象期間を広げることや業種を考慮するなど、よ

り詳細な分析に結び付けていく必要がある。また、企業の環境保全コストをどのように評価す

ることが適切であるのか、検討する余地がある。加えて、環境保全コスト・投資額以外の環境

情報を使った企業の環境への取組みに関する分析にもつなげていくことが望ましい。このよう

な企業の環境保全コストに関する分析では、「環境会計ガイドライン 2005 年版」で言及された

ように、コストの性格、その企業等の業種・業態、過去の環境保全対策の実施状況等を踏まえ

て判断していくことが留意点になる。今後、企業の環境への取組みを適切に評価できるように

するため、先行研究のサーベイとともに、企業の環境活動にかかわる開示情報やデータを使っ

た分析を積み上げていくことが課題といえる。

１．はじめに

　世界的に、2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロとするカーボンニュー
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トラルの実現に向けた動きが活発化している。環境省の脱炭素ポータルによると、「排出

を全体としてゼロ」とは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、森

林などによる「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにすることを意味するという。

日本は、2020 年 10 月に、「2050 年カーボンニュートラル」を宣言した。これを機に、カー

ボンニュートラルの達成に向けた各界での取組みが始まっている。

　例えば、日本の産業界では、カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略を推進する

方向に進みつつある。この産業政策は、2050 年カーボンニュートラルを実現させる過程

で、「経済と環境の好循環」を作っていく方向にある。この具体策については、2021 年６ 

月に発表された「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」に示されている。

この中で、2050 年カーボンニュートラル実現に向けたグリーン成長政策の枠組み、分野

横断的な主要な政策ツール、重要分野における「実行計画」を確認することができる。

　この成長戦略に足並みをそろえる形で、金融業界でカーボンニュートラルの達成を促す

ための提言が示された。この見解は、2021 年６月、金融庁から公表された『持続可能な

社会を支える金融システムの構築』のための報告書から捉えることができる。この報告書

には、次のような言及がある。「世界が脱炭素へと向かう中、日本の金融もこの新たな成

長分野を掴んでいくことが必要である。また、日本企業は脱炭素社会の実現に貢献する高

い技術・潜在力を有しているので、3,000 兆円ともいわれる世界の ESG 投資資金を日本に

呼び込み、国内外の成長資金がこうした企業の取組みに活用されるよう、金融機関や金融

資本市場が適切に機能を発揮することが重要である」という。この見解に基づいて、日本

の金融業界の中で、カーボンニュートラルを視野に入れて、サステナブルファイナンス（持

続可能な社会を実現するための金融）を推進しようとする動きを捉えることができる。

　実社会でカーボンニュートラル実現に向けた取組みが進む中、これに関連した学術研究

でも新たな見解が示されている。例えば、Jung et al.［2018］は、デット市場で過去の二

酸化炭素排出量と将来の炭素パフォーマンス指標を織り込んでいることについて示唆して

いる。その中で、企業の事業戦略にとどまらず、資金の貸手も炭素関連リスクへの意識を

高めることの重要性を強調した。同様に、Herbohn et al.［2019］は、銀行が企業に融資す

る際の意思決定で、炭素リスクを考慮に入れているという可能性について示唆している。

　以上のように、カーボンニュートラルの達成に向けた企業の環境への取組みとサステナ

ブルファイナンスが加速しつつある。今後、この進展により、環境負荷の高い企業だけで

なく、あらゆる企業が事業活動の中でカーボンニュートラルを意識して取組んでいくこと

が期待できる。その場合、企業は環境負荷の多寡にかかわらず、環境負荷の低減に向けて

事業の移行を進めることになるだろう。とはいえ、企業が新たな分野に事業を移行するに

あたっては、多額な資金を要する場合もある。その際、円滑な資金調達につなげるため、

企業は環境への取組みについて適切な情報開示と説明を行うことが重要となる。

　幸い、これまで、日本では、企業からの環境への取組みに関する情報開示が進んでいる。
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例えば、環境省の『環境にやさしい企業行動調査（平成 30 年度における取組に関する調

査結果）』によると、回答のあった上場企業 327 社の中で環境に係る情報を開示している

企業のうち、環境報告書を作成・公表している企業は、82.2％（217 社）という実情があ

る。また、環境報告書を作成・公表している上場企業（217 社）と作成しているが公表し

ていない上場企業（5 社）が環境報告書の作成の際に参考としたガイドライン等として、「環

境報告ガイドライン（環境省）」を参考にしたと回答した上場企業は 71.6％（159 社）と

最も多いことが報告されている。この「環境報告ガイドライン（環境省）」に沿った環境

保全コストには、企業の環境保全に関する事業活動を環境負荷との関係から分けた７つの

項目がある。この事業活動別に分類された企業の環境保全コストは、定量的に捉えること

ができる。

　そのうち、本研究は、企業における事業活動別（６項目）の環境保全コスト・投資額に

焦点を当て、その特性について明らかにするための分析を行う。その中で、企業から開示

されている環境保全活動の一端を捉えるとともに、企業の環境保全活動を定量的に捉える

手掛かりを探っていく。

　本稿の構成は次の通りである。第２章では、「環境会計ガイドライン」に基づいて企業

の環境保全コストを概観する。第３章では、実証分析で用いるデータと分析方法を説明し、

分析結果を提示する。第４章では結論を述べる。

２．企業の環境保全コスト

　本章では、2005 年２月に環境省から公表された「環境会計ガイドライン」に基づいて、

環境保全コストについて概観する。

　「環境会計ガイドライン」における環境保全とは、事業活動その他の人の活動に伴って

環境に加えられる影響であって、環境の良好な状態を維持する上での支障の原因となるお

それのあるもの（環境負荷）の発生の防止、抑制又は回避、影響の除去、発生した被害の

回復又はこれらに資する取組みをいう。この環境保全を構成する要素は、環境保全コスト

（貨幣単位）、環境保全効果（物量単位）、環境保全対策に伴う経済効果（貨幣単位）に分

類されている。

　環境保全コストは、投資額と費用額に分けて、計上したものである。投資額は企業等の

減価償却資産への投資額のうち環境保全を目的とした支出額を計上し、費用額は企業等の

費用のうち環境保全を目的とした発生額を計上している。

　表１には、「環境会計ガイドライン 2005 年版」で示されている環境保全コストの分類で

ある。この分類は、事業エリア内コスト、上・下流コスト、管理活動コスト、研究開発コ

スト、社会活動コスト、環境損傷対応コスト、その他コストといった７領域となっている。

　表 1 の事業エリア内コストと上・下流コストの内容にある主たる事業活動とは、財・サー
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ビスの購入から製造、流通を経て販売又は提供に至る一連の事業活動のうち、管理活動、

研究開発活動、社会活動を除いた部分をいう。

　事業エリア内コストとは、主たる事業活動により事業エリア内で生じる環境負荷を低減

する取組みのためのコストである。この事業エリアとは、企業等が直接的に環境への影響

を管理できる領域と定めている。上・下流コストとは、主たる事業活動に伴ってその上流

（財・サービスの投入前）又は下流（財・サービスの産出・排出後）で生じる環境負荷を

抑制する取組みのためのコストである。管理活動コストとは、環境保全のための管理活動

における環境保全コストで、社会とのコミュニケーションを図る取組みのためのコストと

なっている。研究開発コストとは、研究開発活動のためのコストのうち、環境保全に関す

るコストである。社会活動コストとは、企業等の事業活動に直接的には関係のない広く社

会貢献のために行われる環境保全に関するコストになる。環境損傷対応コストとは、事業

活動が環境に与える損傷に対応して生じたコストで、自然修復のためのコスト、環境保全

に関する損害賠償等のコスト、環境の損傷に関する引当金繰入額及び保険料に該当するコ

ストである。その他コストとは、その他環境保全に関連するコストとなっている。

表１　事業活動に応じた分類

　「環境会計ガイドライン 2005 年版」によると、環境保全コストの評価は、本来、金額の

多寡で行うべきものではなく、コストの性格、その企業等の業種・業態、過去の環境保全

対策の実施状況等を踏まえて判断することが必要、と述べている。この観点に留意して、

環境保全コストを評価することが大切であるといえる。

３．日本企業の環境保全コスト・投資額

　本章では、日本企業の環境保全コスト・投資額に焦点を当て、その特性を明らかにする

ための分析を行う。この分析では、日本企業における環境保全コスト・投資額の性格を捉

えるための１つの試みとして、主成分分析による検証を行う。先行研究では、例えば、本
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分析と目的は異なるが、Cai et al.［2016］が、企業の環境責任とリスクとの関係について

分析するにあたり、主成分分析を取り入れている。本分析では、日本企業の事業エリア内

コスト、上・下流コスト、管理活動コスト、研究開発コスト、社会活動コスト、環境損傷

対応コストといった６つの事業活動別の環境保全コストの特性を捉えるための一つの試

みとして、主成分分析を行う。

　分析データについては、2018 年６月から 10 月までに調査したデータを収録した 2019

年版の東洋経済新報社「CSR 企業総覧」の環境保全コスト・投資額を使用している。東

洋経済新報社「CSR 企業総覧」の環境保全コストの各項目の基準・定義は、環境省のガ

イドラインに準拠したものである。

　表２は、本分析で使用したデータにおける変数の定義で、環境保全コスト・投資額の項

目を示している。環境保全コスト・投資額は、「環境会計ガイドライン 2005 年版」で示さ

れている環境保全コストの分類と同様に、事業エリア内コスト（bacia）、上・下流コスト

(udcia)、管理活動コスト (acia)、研究開発コスト (rdcia)、社会活動コスト（sacia）、環境損

傷対応コスト（ercia）である。東洋経済新報社が調査した時期が 2018 年度であったこと

から、2 期前年度を 2016 年度、直近年度を 2017 年と見做して、使用した。

表 2　変数の定義

　表 3 は、各項目の環境保全コスト・投資額、ならびに環境保全コスト合計・投資額（eccia）

についての記述統計量である。表 3 にある環境保全コスト合計・投資額を除く各変数につ

いて、平均値の高い順からみると、2016 年度では、事業エリア内コストが 25 億 8,500 万円、
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上・下流コストが 5 億 3,000 万円、研究開発コストが 2 億 6,600 万円、社会活動コストが

8,100 万円、管理活動コストが 4,100 万円、環境損傷対応コストが 1,600 万円となっている。

2017 年度においては、事業エリア内コストが 25 億 2,000 万円、上・下流コストが 6 億 3,100

万円、研究開発コストが 3 億 400 万円、社会活動コストが 7,900 万円、管理活動コストが

4,000 万円、環境損傷対応コストが 300 万円となっている。

　標準偏差については、2016 年度では、事業エリア内コストが 139 億 6,600 万円、上・

下流コストが 49 億 1,700 万円、社会活動コストが 11 億 7,500 万円、研究開発コストが 7

億 4,100 万円、管理活動コストが 2 億 6,500 万円、環境損傷対応コストが 1 億 6,000 万円

となっている。2017 年度においては、事業エリア内コストが 127 億 7,300 万円、上・下

流コストが56億9,400万円、社会活動コストが11億7,800万円、研究開発コストが8億8,400

万円、管理活動コストが 2 億 6,900 万円、環境損傷対応コストが 1,600 万円となっている。

これらのことから、環境保全コストの６項目のうち、事業エリア内コストのバラツキが大

きいことが分かる。

　最大値については、2016 年度では、事業エリア内コストが 2,315 億 6,200 万円、上・下

流コストが 610 億 9,600 万円、社会活動コストが 190 億 9,400 万円、研究開発コストが 54

億 3,400 万円、管理活動コストが 31 億 6,200 万円、環境損傷対応コストが 24 億 4,200 万

円となっている。2017 年度においては、事業エリア内コストが 2,095 億 4,100 万円、上・

下流コストが 666 億 800 万円、社会活動コストが 189 億 600 万円、研究開発コストが 71

億400万円、管理活動コストが37億3,300万円、環境損傷対応コストが1億6,900万円となっ

ている。最小値については、全ての項目で 0 である。

表３　記述統計量

　図１には、事業エリア内コスト、上・下流コスト、管理活動コスト、研究開発コスト、

社会活動コスト、環境損傷対応コストの順に、2016 年度と 2017 年度の環境保全コスト・

投資額分布のヒストグラムを表している。記述統計量の傾向から捉えることができたよう

に、分布は、何れも右に歪んでいることが分かる。
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図１　2016 年度・2017 年度環境保全コスト・投資額のヒストグラム（単位：100 万円）

　表 4 は、2016 年度環境保全コスト・投資額を使った主成分分析の結果である。表 4

に示した 2016 年環境保全コスト・投資額の主成分分析の結果をみると、第１主成分は

22.94％の寄与率をもつ。第２主成分から第６主成分の寄与率については、次のとおりで

ある。第２主成分の寄与率は 17.4％、第３主成分の寄与率は 16.91％、第４主成分の寄与

率は 16.16％、第５主成分の寄与率は 16.13％、第６主成分の寄与率は 10.47％で、第１主

成分から第６主成分を合計した累積寄与率は 100％となっている。

表４　2016 年度環境保全コスト・投資額の主成分分析
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　第３主成分までの固有ベクトルのうち、0.4 を超える項目に注目すると、第１主成分で

は、事業エリア内コスト（0.7035）、社会活動コストは（0.6559）である。第２主成分では、

管理活動コスト（0.4911）、環境損傷対応コスト（0.5883）になっている。第３主成分で

は、上・下流コスト（0.8122）のみであった。更に、0.4 を超えていない項目に注目すると、

第１主成分では、上・下流コスト（－ 0.0201）、管理活動コスト（0.1885）、研究開発コス

ト（0.0046）、環境損傷対応コスト（0.1974）になっている。第２主成分では、事業エリ

ア内コスト（－ 0.0495）、上・下流コスト（0.1191）、研究開発コスト（－ 0.5743）、社会

活動コスト（－ 0.2574）である。第３主成分では、事業エリア内コスト（－ 0.0038）、管

理活動コスト（－ 0.2591）、研究開発コスト（－ 0.4093）、社会活動コスト（0.1865）、環

境損傷対応コスト（－ 0.2663）であった。

　図２には、2016 年度環境保全コスト・投資額による主成分分析で推定した固有値のス

クリーンプロットを表している。図 2 をみると、1 つめと 2 つめとの間でグラフの急激な

落ち込みがみられることから、第１主成分は支配的であることが分かる。固有値が 1 を超

えているものに注目すると、第３主成分までになっている。

図２　2016 年度環境保全コスト・投資額の主成分分析固有値のスクリーンプロット
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図３　2016 年度環境保全コスト・投資額の第１主成分と第２主成分の散布図

　図 3 は、第１主成分と第２主成分の固有ベクトルをプロットした散布図である。第１主

成分において、上・下流コスト以外の項目は、正の側にあることが分かる。また、第２主

成分をみると、上・下流コスト、管理活動コスト、環境損傷対応コストは、正の側にある。

その一方で、事業エリア内コスト、研究開発コスト、社会活動コストは、負の側となって

いる。

　表 5 は、2017 年度環境保全コスト・投資額を使った主成分分析の結果である。第１主

成分は 25.46％の寄与率をもつ。更に、第２主成分から第６主成分の寄与率をみると、次

のとおりである。第２主成分の寄与率は 17.04％、第３主成分の寄与率は 16.95％、第４

主成分の寄与率は 16.59％、第５主成分の寄与率は 16.24％、第６主成分の寄与率は 7.72％

で、第１主成分から第６主成分を合計した累積寄与率は 100％となっている。

　次に、第３主成分までの固有ベクトルのうち、0.4 を超える項目に注目すると、第１主

成分では、事業エリア内コスト（0.7101）、社会活動コストは（0.4846）、環境損傷対応コ

スト（0.493）である。第２主成分では、上・下流コスト（0.6342）、環境損傷対応コスト

（0.5202）になっている。第３主成分では、管理活動コスト（0.4721）のみであった。更に、0.4

を超えていない項目に注目すると、第１主成分では、上・下流コスト（－ 0.0071）、管理

活動コスト（0.1255）、研究開発コスト（0.0452）である。第２主成分では、事業エリア

内コスト（－ 0.0097）、管理活動コスト（－ 0.3002）、研究開発コスト（－ 0.2742）、社会

活動コスト（－ 0.4023）である。第３主成分では、事業エリア内コスト（－ 0.0129）、上・

下流コスト（0.323）、研究開発コスト（－ 0.7178）、社会活動コスト（0.2669）、環境損傷

対応コスト（－ 0.2935）であった。
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表 5　2017 年度環境保全コスト・投資額の主成分分析

　図４には、2017 年度環境保全コスト・投資額による主成分分析で推定した固有値のス

クリーンプロットを表している。図 4 をみると、1 つめと 2 つめとの間でグラフの急激な

落ち込みがみられることから、2016 年度の傾向と同様に、第１主成分は支配的であるこ

とが分かる。固有値が 1 を超えているものに注目すると、第３主成分までになっている。

図４　2017 年度環境保全コスト・投資額の主成分分析固有値のスクリーンプロット
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図５　2017 年度環境保全コスト・投資額の第１主成分と第２主成分の散布図

　図５は、第１主成分と第２主成分の固有ベクトルをプロットした散布図である。第１主

成分において、上・下流コスト以外の項目は、正の側にあることが分かる。この傾向は、

2016 年度と同様である。次に、第２主成分をみると、上・下流コスト、環境損傷対応コ

ストは、正の側にある。その一方で、事業エリア内コスト、管理活動コスト、研究開発コ

スト、社会活動コストは、負の側となっている。負の側に管理活動コストがある傾向は、

2016 年度とは異なる点である。

　以上のように、企業の事業活動別に分類した環境保全コスト・投資額を使った主成分分

析では、次のことを明らかにすることができた。2016 年度において、0.4 を超える項目に

ついて固有ベクトルの大きい順にみると、第１主成分では、事業エリア内コストが最も大

きく、次に社会活動コストである。更に、0.4 を超えていない項目についてみると、上・

下流コストが負の値で最も小さい。第２主成分で、0.4 を超える項目についてみると、環

境損傷対応コストが最も大きく、次いで管理活動コストになっていた。0.4 を超えていな

い項目については、研究開発コストが負の値で最も小さい。次に、2017 年度の固有ベク

トルでは、2016 年度と若干異なる傾向が見られる。第１主成分で、0.4 を超える項目につ

いて固有ベクトルの大きい順にみると、事業エリア内コストが最も大きく、次いで環境損

傷対応コスト、社会活動コストであった。0.4 を超えていない項目に注目すると、上・下

流コストが負の値で最も小さい。2017 年度の第２主成分で、0.4 を超える固有ベクトルに

注目すると、上・下流コストが最も大きく、次いで環境損傷対応コストであった。0.4 を

超えていない項目については、何れも負の値で、社会活動コストが最も小さく、次いで管

理活動コスト、研究開発コスト、事業エリア内コストであった。これらの傾向は 2016 年
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度と異なる。更に、全体の傾向を捉えるため、第１主成分と第２主成分の固有ベクトルを

プロットすると、2016 年度の第１主成分において、上・下流コスト以外の項目は正の側

にあった。他方、第２主成分については、上・下流コスト、管理活動コスト、環境損傷対

応コストが正の側、その一方で事業エリア内コスト、研究開発コスト、社会活動コストは

負の側にある。次に、2017 年度をみると、第 1 主成分については 2016 年度と同様であった。

第２主成分では、上・下流コストと環境損傷対応コストが正の側、その一方で事業エリア

内コスト、管理活動コスト、研究開発コスト、社会活動コストが負の側と、2016 年度の

傾向は若干異なる。その相違点として、管理活動コストが 2016 年で正の側にある一方で、

2017 年度では負の側にあるという傾向を確認した。このように、2 期分の主成分分析の結

果を比較すると、第 2 主成分の傾向が一致していなかった。

４．まとめと今後の課題

　本研究は、企業における事業活動別の環境保全コスト・投資額に焦点を当て、その特性

について明らかにするための分析を行った。その結果、以下のことを明らかにすることが

できた。

　企業の環境保全コスト・投資額について、事業活動別の平均値をみると、2016 年度と

2017 年度とともに、事業エリア内コストが最も高く、次いで上・下流コスト、研究開発

コスト、社会活動コスト、管理活動コスト、環境損傷対応コストの順になっていた。標準

偏差についても、2016 年度と 2017 度とともに、事業エリア内コストが最も標準偏差が大

きく、次いで上・下流コストであった。今回の２期間では、少なくとも環境保全コストの

6 項目のうち、事業エリア内コストの平均値が最も高く、標準偏差が最も大きい。その一

方で、環境損傷対応コストの平均値が最も低く、標準偏差が最も小さいという傾向を確認

できる。

　更に、企業の事業活動別に分類した環境保全コスト・投資額による主成分分析で推定し

た２期分の固有ベクトルを比較すると、共通点と相違点を確認することができた。共通点

は、主に３つある。１つめは、第１主成分の固有ベクトルで上・下流コスト以外の項目が

正の側にあること、第２主成分で上・下流コストと環境損傷対応コストが正の側にある一

方で、事業エリア内コスト、研究開発コスト、社会活動コストは負の側に位置することで

ある。２つめは、0.4 を超える第１主成分の固有ベクトルにおいて、事業エリア内コスト

が最も大きいことである。３つめは、0.4 を超えていない第１主成分の固有ベクトルで、上・

下流コストが負の値で最も小さいことが分かった。相違点については、企業の環境保全コ

スト・投資額を事業活動別にみると、固有ベクトルの水準が異なることをあげることがで

きる。また、第 2 主成分の傾向が一致していなかった。

　以上を踏まえ、今後の課題としては、分析対象期間を広げることや業種を考慮するなど、
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より詳細な分析に結び付けていく必要がある。また、企業の環境保全コストをどのように

評価することが適切であるのか、検討する余地がある。加えて、環境保全コスト・投資額

以外の環境情報を使った企業の環境への取組みに関する分析にもつなげていくことが望ま

しい。このような企業の環境保全コストに関する分析では、「環境会計ガイドライン 2005

年版」で言及されたように、コストの性格、その企業等の業種・業態、過去の環境保全対

策の実施状況等を踏まえて判断していくことが留意点になる。今後、企業の環境への取組

みを適切に評価できるようにするため、先行研究のサーベイとともに、企業の環境活動に

かかわる開示情報やデータを使った分析を積み上げていくことが課題といえる。
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